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水道事業における厚生労働省の取組状況（全体像）

1

水道ビジョン 改訂水道ビジョン 新水道ビジョン

 今後の水道に関する重点

的な政策課題とその課題

に対処するための具体的

な施策及びその方策、工

程等を包括的に明示する

水道ビジョンを公表

 水道ビジョンの公表から4
年が経過したため、環境変

化に即した内容に改訂

 50年後、100年後の将来を

見据え、水道の理想像を

明示するとともに、その理

想像を具現化するため、今

後、当面の間取り組むべき

事項、方策を提示

水道事業における

アセットマネジメント

（資産管理）に関す

る手引き

平成16年 平成20年 平成25年

平成21年

 水道ビジョンに掲げた持続

可能な水道事業を実現する

ために、中長期的な視点で、

水道施設を効率的かつ効果

的に管理運営するための手

引きを策定

アセットマネジメント

（簡易支援ツール）

の作成

平成25年

 アセットマネジメントの実施
状況は全体で約30％であり

特に中小の水道事業者にお
いても容易に着手できるよう
「簡易支援ツール」を作成

地域水道ビジョン

の作成について

平成17年

地域水道ビジョン

作成の手引き

 水道事業者等にお
いては「水道事業ビ
ジョン」、都道府県単
位では水道事業等
を包括した「都道府
県ビジョン」を作成す
ることについて推奨

 地域水道ビジョン
に記載すべき事項
と、その検討に関
する基本的視点を
明示

水道広域化検討
の手引き

 水道広域化の具体的な検
討方法、検討事例及び導
入手順とフォローアップ等
を示す

 官民連携関連の手引きを集

約、コンセッション方式に関

する記述を追加

平成25年

水道事業における
PFI導入検討の手
引きの改定

水道事業における

PFI導入検討の手

引き

平成19年

PFI法改正法

の公布

平成23年

 PFIの対象施設追加、民間事

業者の参入意欲を促進する

ための制度創設等

水道分野における

官民連携推進協議

会の実施

平成22年～

 水道事業者等と民間事業
者とのマッチング促進

 水道事業におけるＰＦＩ事
業実施のための諸検討の
適切かつ円滑な実施に資
するために手引きを策定

水道料金算定
要領改訂

 （社）日本水道協会が水道
料金の具体的算定方法を
取り纏めたもの

平成20年



水道事業における厚生労働省の取組状況①
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水道ビジョン（平成20年7月改訂） 新水道ビジョン（平成25年3月）

【新水道ビジョン】 厚生労働省健康局水道課（平成25年3月）



水道事業における厚生労働省の取組状況②
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【水道事業ビジョンの作成】

1. 水道事業ビジョンの作成

 今日、各水道事業及び水道用水供給事業（以下、「水道事業等」）においては、施設の大規模な更新が必要となる中で安全・快適な水の供
給や、災害時にも安定的な給水を行うための施設水準の向上等に向けた取組が求められるとともに、その基礎となる運営基盤の強化や
技術力の確保等が必要とされています。

 これらの課題に適切に対処していくためには、各水道事業者等が自らの事業を取り巻く環境を総合的に分析した上で、経営戦略を策定し、
それを計画的に実行していくことが必須です。

 厚生労働省においては、新水道ビジョンにおいて水道事業者等や都道府県の役割分担を明確にし、水道事業者等の取組を推進するため
に、「水道事業ビジョン」の作成を推奨するとともに、各水道事業者等が作成した「水道事業ビジョン」を踏まえ、都道府県が水道整備基本
構想等の的確な見直しを行い、広域的な観点から、都道府県単位での水道事業等を包括した「都道府県ビジョン」を作成することについて
も推奨しているところです。

2. 水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）の策定状況

 平成２５年９月１日現在、水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）は、上水道事業７７３事業（６９８プラン）、用水供給事業６９事業（５２プラン）
策定されています。 現在、水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）が策定されている上水道事業数の割合は５４％、用水供給事業数割合
は７３％となっています。また、水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）が策定されている上水道事業の現在の給水人口の合計は、１０３，８
２１，６９１人となっており、全国の上水道事業の合計の８７％となっています。同様に、水道用水供給事業における１日最大給水量の合計
は、１３，５９３，６１２m³/日となっており、全国の水道用水供給事業の合計の９４％となっています。 （※平成２３年度水道統計データによ
る）

 簡易水道事業の水道事業ビジョン（地域水道ビジョン）は５８プラン（上水道事業と共同作成は除く）、都道府県の水道行政主管部（局）によ
る都道府県ビジョン（地域水道ビジョン）は１０プラン策定されています。



水道事業における厚生労働省の取組状況③

4

【水道事業におけるアセットマネジメントに関する手引き】
厚生労働省健康局水道課（平成21年7月）

中長期的財政収支に基づき施設の更新等を計画的に実行し、持続可能な水道を実現していくために、各水道事業者等
において、長期的な視点に立ち水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に水道施設を管理運営す
ることを目的に、これらを組織的に実践するために、水道事業におけるアセットマネジメントに関する手引きを策定した。



水道事業における厚生労働省の取組状況④
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【アセットマネジメント「簡易支援ツール」】
厚生労働省健康局水道課（平成25年6月）

平成24 年度に厚生労働省が実施した「水道事業の運営状況に関する調査」の結果、全国の水道事業者等のアセットマ
ネジメントの実施状況は全体で約30％であり、特に中小の水道事業者では、取組が進んでいない状況である。この対策

として、中小の水道事業者をはじめとして、これまでアセットマネジメントを実施していない水道事業者においても、容易に
着手できるようにするため「簡易支援ツール」を作成した。



水道事業における厚生労働省の取組状況⑤
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【「水道事業におけるPFI導入検討の手引き」の改訂】
厚生労働省健康局水道課（平成25年6月）

・公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン
・ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン
・契約に関するガイドライン

内閣府によるガイドライン策定・改正（平成25年6月）

・水道事業におけるＰＦＩ導入検討の手引き（H19.11）
・民間活用を含む水道事業の連携形態に係る比較検討の手引き（H20.6）
・第三者委託実施の手引き（H23.3改訂）

厚生労働省では、平成25年度内に官民連携関連の手引きを集約す
るとともに、コンセッション方式に関する記述の追加を予定



水道事業における厚生労働省の取組状況⑥
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【水道事業の支援制度】

事業統合促進の
ための国庫補助
制度（広域化）

 平成22年度より、新たに水道広域化促進事

業費を創設した。これは、小規模水道事業
の統合を促進するため、インセンティブとし
て、統合の受け皿となる水道事業者等の水
道施設の整備に対しても補助を行うもので
ある。

簡易水道に対する

国庫補助制度の
見直し

 水道事業の統合について

 統合すべきにもかかわらず統合しない簡
易水道事業には補助しない。

 ただし、3年以内に統合又は統合計画を
示した簡易水道事業に限り10年間は補
助対象とする。

 統合により上水道事業に取り込まれた簡
易水道施設の改良・更新事業について、
事業費が大きなものは10年後以降も補助
対象とする。

 補助対象とする事業の適正化

 存続する簡易水道事業について、経営条
件が良好なものや料金設定が不適切な
ものには補助しない。

水道施設整備費国庫補助金交付要綱一覧

 簡易水道等施設整備費の国庫補助について

 簡易水道等施設整備費国庫補助金交付要綱
 簡易水道等施設整備費国庫補助金取扱要領
 沖縄簡易水道等施設整備費国庫補助金交付要綱
 沖縄簡易水道等施設整備費国庫補助金取扱要領

 水道水源開発等施設整備費の国庫補助について

 水道水源開発等施設整備費国庫補助金交付要綱

 独立行政法人水資源機構水道水源開発施設整備費補助金
交付要綱

 沖縄水道水源開発等施設整備費国庫補助金交付要綱

 水道施設災害復旧費・指導監督事務費等について

 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助
金交付要綱

 水道施設整備費（指導監督事務費）補助金交付要綱

 東日本大震災に係る水道施設等の災害復旧費補助金交付
要綱



下水道事業における国土交通省の取組状況（全体像）
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下水道ビジョン

2100
下水道

中期ビジョン
下水道政策研究

委員会

 中長期的視点からみた21
世紀の下水道のあり方や
方向性について、提言とし
てまとめられた

 下水道ビジョン2100に
示された姿を現実のも
のとすべく、概ね10 年
程度の下水道政策の
基本的方向と施策ごと
の整備目標の考え方
についてまとめられた

 下水道ビジョン2100の
策定から8年が経過し
新ビジョンを検討中

下水道施設のストッ
クマネジメント手法
に関する手引き(案) 

平成17年 平成19年 平成25年

平成23年

 導入可能な簡易なス
トックマネジメント手法
と、段階的レベルアッ
プの考え方について、
ストックマネジメント手
法導入のための手引
きとしてまとめられた

ストックマネジメント手
法を踏まえた下水道
長寿命化計画策定に
関する手引き(案)

 下水道管理者がストックマネジメン
トを導入・実践し、長寿命化支援制
度に定める長寿命化計画を策定し
実施することを目的に策定された

下水道事業にお
けるストックマネジ
メントの基本的な

考え方（案）

平成20年

下水道長寿命化
支援制度に関す
る手引き（案）

 持続可能な下水道事業の実施を
確実なものとするため新規整備、
維持管理、改築の一体的な最適
化を図り、下水道サービスの維
持・向上を行うための基本的な考
え方をまとめた

 「長寿命化対策」を含めた計画的
改築を推進する事業制度として「下
水道長寿命化支援制度」を創設、
その活用に当たっての手引き策定

下水道施設の運営に
おけるPPP/PFIの活用

に関する検討会

下水道マネジメントの
ためのベンチマーキ
ング手法に関する検

討会

 下水道分野における
PPP/PFI活用について
検討中

 下水道事業のパ
フォーマンス改善を促
すツールを検討中

下水道使用料算
定の基本的考え方

 （社）日本下水道協会が
下水道料金の具体的算
定方法を取り纏めたもの

平成20年

平成20年

都道府県構想策定マ
ニュアル検討委員会

 汚水処理施設の効率
的整備・運営を目的に
3省統一のマニュアル
作成を検討中

下水道の事業運営の
あり方に関する

検討会

下水道分野における
ISO55001適用ガイド
ライン検討委員会

 地方公共団体の職員
の組織体制強化や支
援システム等のあり方
等について検討中

 ISO55001認証取得に必

要な体制、取組、文書
類等を解説するガイドラ
インについて検討中

・・・現在進行中

下水道経営の
健全化のための

手引

 下水道経営の健全化に向
け、中期の経営計画策定
にあたっての基本的考え
方を取り纏めたもの

平成20年

下水道経営サポート
検討会

 下水道事業の財政状態
や経営状況の改善策に
ついて検討中



下水道事業における国土交通省の取組状況①
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【下水道ビジョン2100 ～「循環のみち」への転換～】
国土交通省都市・地域整備局下水道部、社団法人日本下水道協会（平成17年9月）

下水道ビジョン2100は、中長期的視点からみた21世紀の下水道のあり方や方向性について、平成17年9月に提言として
まとめられたものである。下水道政策の根幹で、地方公共団体は本ビジョンをもとに、施策体系を構築・実施している。



下水道事業における国土交通省の取組状況②
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【下水道中期ビジョン】
国土交通省都市・地域整備局下水道部 社団法人日本下水道協会（平成19年6月）

『下水道ビジョン2100』に示された姿を現実のものとすべく、概ね10 年程度の下水道政策の基本的方向と施策ごとの整
備目標及び具体施策の考え方についてまとめた。



下水道事業における国土交通省の取組状況③
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【新下水道ビジョン2100（仮称）】
下水道政策研究委員会（平成25年10月～現在進行中）

下水道ビジョン2100の策定から8年が経過し、下水道を取り巻く環境は変化しており、ビジョンに盛り込まれた基本方針及

び施策体系を成熟化させ、より持続的、かつ、より効率的な政策体系の整備、確立が求められているところである。この
ため、下水道政策研究委員会において、これらについて審議し、新下水道ビジョン2100（仮称）を策定することとする。
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【下水道経営の健全化のための手引】
下水道事業に係る経営問題検討会（平成20年8月）

各下水道管理者が、安定した下水道経営を実現するために必要となる長期的な収支見通し、具体的な取組みを実施して
いくための中期の経営計画を策定するにあたっての基本的な考え方、留意点等を取り纏めた。

I. 下水道経営の健全化の目的と基本的姿勢

II. 下水道事業の特性

III. 下水道経営の健全化に向けての基本的な考え方

IV. 下水道経営の健全化を考えるに当たっての視点・
留意点

V. 改善方策

VI. 管理経営面における人的支援の取り組み

VII. その他

手引きの目次・構成

（参考）各自治体の策定に関する取組事例等

（別添資料1）「広域化・共同化に関する各種の取り組み

（別添資料2）「接続促進マニュアル」

日本下水道協会から協会会員の
全国の地方公共団体に配布

下水道事業における国土交通省の取組状況④
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【下水道経営サポート検討会】
社団法人日本下水道協会、国土交通省（平成25年7月～現在進行中）

地方の財政状況が厳しい現下において、下水道事業の経営状況も厳しい状況となっており、下水道事業が今後も安定的
で持続可能な事業となるためには、悪化している財政状態や経営状況を改善する必要性が生じており、経営改善方策の
抽出と体系整理等を行い、自治体が自ら経営目標を定め、それを実現する施策を検討していく。

下水道事業における国土交通省の取組状況⑤



下水道事業における国土交通省の取組状況⑥
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【都道府県構想策定マニュアル検討委員会】
国土交通省（平成25年2月～現在進行中）

都道府県構想の徹底した見直しを加速させ、より効率的な汚水処理施設の整備及び運営が進むよう３省が連携し、新た
に３省統一の都道府県構想策定マニュアルを作成することとし、様々な観点から本マニュアルに盛り込むべき内容等に
ついて検討するものである。



下水道事業における国土交通省の取組状況⑦
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【下水道の事業運営のあり方に関する検討会】
国土交通省（平成25年3月～現在進行中）

下水道の事業運営のあり方に関する検討会は、管理運営・改築更新の時代を迎える中、下水道がその役割を持続的に
果たし続けるために下水道管理者である地方公共団体の職員が最低限果たすべき役割や、組織体制の強化・効率化、
その補完・支援システム等のあり方などについて検討するものである。



下水道事業における国土交通省の取組状況⑧
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【下水道マネジメントのためのベンチマーキング手法に関する検討会】
国土交通省（平成24年8月～現在進行中）

ベンチマーキング手法について、主に（１）我が国の下水道界におけるマネジメントの改善・向上、（２）我が国の下水道事
業体や海外ビジネス展開を図る民間企業の国際競争力向上、の観点から、その効果や必要性、方法論、規格化等につ
いて検討するために平成24年8月に設置された。平成26年度以降の全国展開に向け、都道府県及び政令指定都市（63
事業体）にて試行中。

※検討会第5回資料より（平成25年7月18日）
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【下水道施設の運営におけるPPP/PFIの活用に関する検討会】
国土交通省（平成24年12月～現在進行中）

下水道分野におけるこれまでのPPP/PFIの取組を踏まえ、持続可能な下水道施設の運営に向けたPPP/PFIの活用等につ
いて検討することを目的に、「下水道施設の運営におけるPPP/PFIの活用に関する検討会」を平成24年12月に設置した。
平成25年4月に中間整理を発表しており、最終的には平成25年度末にガイドラインを取り纏める予定。

※中間整理資料より
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【下水道分野におけるISO55001適用ガイドライン検討委員会】
（平成25年8月～現在進行中）

民間事業者の海外展開での信用確保や、地方公共団体の経営力強化等を目的としてアセットマネジメントの国際規格で
あるISO55000シリーズの試行認証の実施を通じて下水道分野におけるISO55001認証取得に必要な体制、取組、文書類
等を解説する「 ISO55001適用ガイドライン」を検討・作成するものである。
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【下水道事業におけるストックマネジメントの基本的な考え方（案）】
下水道事業におけるストックマネジメント検討委員会（平成20年3月）

下水道施設を管理する地方公共団体が、持続可能な下水道事業の実施を確実なものとするため、新規整備、維持管理、
改築の一体的な最適化を図り、下水道サービスの維持・向上を行うための基本的な考え方をまとめたものである。

（1） 策定の背景（第2 章）
社会資本が抱える課題、マネジメントの進め方及び下水道事業における
ストックマネジメント必要性

（2） 下水道事業におけるストックマネジメント（第3 章）
ストックマネジメントにおける施設管理計画の位置付け

（3） 下水道事業の目標設定（第4 章）
下水道事業の目指すべき方向性を示すための目標設定として、法令や
行政目標、上位計画等の関係及び目標（目標Ａ）の例

（4） 施設管理計画の策定と実行（第5 章）
施設管理計画の概要と策定・実行手順、新規整備手法の評価と選定、
点検・調査計画の策定と実施、施設の維持修繕・改築手法の評価と選
定、新規整備計画及び維持修繕・改築計画の策定と実行、情報を管理し、
活用するためのデータシステムについての留意事項等

（5） 施設管理計画の評価と見直し（第6 章）
施設管理計画のPDCA サイクルと評価、見直しの必要性

（6） 住民の参画と組織体制等（第7 章）
情報提供を行い、住民等から幅広い意見を聴取し、事業への理解を求
めるとともに説明責任の向上

報告書の構成
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【下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）】
国土交通省都市・地域整備局下水道部（平成20年4月）

下水道整備の進展にともない施設ストックが増大しているが、管路施設の老朽化等に起因した道路陥没も増加傾向にあ
り、事後的な対応ではコスト的にも不経済となる。このため、事故発生や機能停止を未然に防止するため、限られた財源
の中で、ライフサイクルコスト最小化の観点を踏まえ、耐震化等の機能向上も考慮した「長寿命化対策」を含めた計画的
な改築を推進するための事業制度として「下水道長寿命化支援制度」を創設し、その活用に当たって手引きを策定した。

長寿命化対策とは、更生工法あるいは部分（「改築通知」に定める小分類未満の規模）
取り替え等により既存ストックを活用し、耐用年数の延伸に寄与する行為である。

長寿命化対策のイメージ
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【下水道施設のストックマネジメント手法に関する手引き(案) 】
国土交通省水管理・国土保全局下水道部（平成23年9月）

平成20 年4 月に「下水道長寿命化支援制度」を創設するとともに、「下水道事業におけるストックマネジメントの基本的な

考え方（案）」をとりまとめたが、多くの自治体において施設管理情報の整備が不十分であり、このような状況においても
導入可能な簡易なストックマネジメント手法と、その段階的レベルアップの考え方を明らかにする必要があるため、ストッ
クマネジメント手法導入のための手引きとしてまとめられた。



下水道事業における国土交通省の取組状況⑭
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【ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する手引き(案)】
国土交通省水管理・国土保全局下水道部（平成25年9月）

従前の「下水道施設のストックマネジメント手法に関する手引き（案）」と「下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）」
を改定し、一つに統合した。老朽化する下水道ストックを、将来にわたって適切に維持管理・改築・修繕していくため、下
水道管理者がストックマネジメントを導入・実践し、これを踏まえながら、長寿命化支援制度に定める長寿命化計画を策
定し、実施することを目的に本手引きを策定した。



下水道事業における国土交通省の取組状況⑮
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【下水道事業の支援制度】

社会資本整備総合交付金

地方公共団体等が行う社会資本の整備その他の取組を支援することにより、交通の安全の確保とその円滑化、経済基盤の強化、生活環
境の保全、都市環境の改善及び国土の保全と開発並びに住生活の安定の確保及び向上を図ることを目的とする。

 通常の下水道事業
 下水道浸水被害軽減総合事業
 下水道総合地震対策事業
 合流式下水道緊急改善事業
 都市水害対策共同事業
 下水道未普及解消重点支援制度
 下水道長寿命化支援制度
 流域下水汚泥処理事業

 通常の下水道事業
 下水道浸水被害軽減総合事業
 下水道総合地震対策事業
 合流式下水道緊急改善事業
 都市水害対策共同事業
 下水道長寿命化支援制度
 流域下水汚泥処理事業
 新世代下水道支援事業制度

 汚水処理施設共同整備事業
 特定下水道施設共同整備事業
 民間活用型地球温暖化対策下水道事業
 新世代下水道支援事業制度
 下水道基本計画策定事業
 特定水域高度処理基本計画策定事業
 下水道管理用光ファイバー整備計画策定事業

社会資本整備総合交付金事業

社会資本総合整備計画の目標を実
現するために交付金事業者が実施

する基幹的な事業

防災・安全交付金事業

社会資本総合整備計画の目標（命
と暮らしを守るインフラ再構築又は
生活空間の安全確保に資するもの
に限る。）の実現のために交付金事

業者が実施する基幹的な事業
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今後の低廉かつ安定
的な工業用水供給の実
現のために

工業用水道施設更新・
耐震・アセットマネジメ
ント指針

 工業用水道事業を取り巻く状況が
大きく変わり、工業用水道事業者及
びユーザー企業共に厳しい経営環
境にある中で、新たな状況に対応
できる工業用水道事業への変革に
向け、今後の低廉かつ安定的な工
業用水供給を実現するために策定

 工業用水道事業は、今後増大する施設の老
朽化対策および耐震化事業を機能面、財政面
から適切に計画することが求められており、工
業用水道における「施設更新」、「耐震対策」お
よび「アセットマネジメント」に関する方法論を
示すものとして作成

平成24年 平成25年

工業用水道料金算定
要領の改訂

 今後必要となる工業用水道施設の計画的な
更新等に備えるため、「資産維持費の導入」や
「料金算定期間の長期化」等の改訂を主眼に
旧工業用水道料金算定要領を廃止し、新たな
工業用水道料金算定要領を制定
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【今後の低廉かつ安定的な工業用水供給の実現のために】
産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会（平成24年6月）

更新・耐震化需要の増大とその対応
 近年多くの工業用水道施設は、建設後40～50年を経過し、老朽化が進

展し、耐用年数からも本格的な更新時期を迎えつつある。また、漏水事
故も多発しており、工業用水道施設の更新の必要性が高まっている。

料金制度の課題
 現行の工業用水道事業の料金制度は、工業用水道事業法の目的であ

る工業用水の豊富低廉な供給を基本にしているため、財源不足がある
場合、必要な施設の更新・耐震化資金が必ずしも十分に料金に計上さ
れない料金制度になっている。他方、約半世紀前の契約水量に基づく
責任水量制に対し、実給水量との乖離が大きくなっている。

補助制度の課題
 国庫補助制度も、高度成長期以来の大規模な工業用水道施設整備へ

の支援の観点から、大規模な施設整備のみを対象にしてきた。しかし、
全国への工業用水道事業の展開もなされ、かつ低成長時代を迎えた現
状では大規模な工業用水道施設整備のニーズは大きいとは言えない。

新たな工業用水道政策の必要性
 今後の本格的な施設の更新・耐震化需要の増大と事業者・ユーザー企

業双方の厳しい経営環境を勘案すると、引き続き、工業用水の低廉かつ
安定的な供給を図っていくためには、新たな工業用水道政策の早急な
策定が求められている。

工業用水道の重要性
 工業用水は、「産業の血液」と称されるほど製造業等にとって必要不可

欠なものであり、工業用水が低廉かつ安定的に供給されていくことが必
要であることは、将来も変わらない。

事業者・ユーザー企業双方の「適正な負担」への対応
 ユーザー企業は、必要な工業用水道の安定的確保に対して「適正な負

担」を負うことに、過去も将来も異論はないと言える

個別事業毎の実態に応じた対応
 料金についてみると、最高料金は、最低料金の約50倍となっており、個

別の各事業の状況に応じて千差万別となっている。そのため、個別の事
業毎の実態に応じて対応していくことが必要である。

事業者・ユーザー企業の負担を最小とする十分な情報共有・協
議・合意
 事業者とユーザー企業は、必要な情報を十分共有し合い、協議をして、

将来の需要を適切に見込んだ更新・耐震化計画とそれに係る資金計画
を策定することが必要である。

国による柔軟な対応のための政策の策定
 国としては、事業者とユーザー企業との間で、個別の各事業の実態に応

じて、更新・耐震化計画やそれに係る資金計画を策定できるようにする
ため、柔軟な料金制度を含めた工業用水道事業に係る新たな政策の策
定といった環境整備が必要である。

今後の工業用水の安定供給のための課題
今後の工業用水の安定供給のための対応

（基本的な考え方）
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【今後の低廉かつ安定的な工業用水供給の実現のために】
産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会（平成24年6月）

【国による対応】

資産維持費の導入
 全国の工業用水道事業者は、それぞれが実施する各事業の背景や経

営面・施設面での運営状況が様々であり、今後必要となる施設の更新・
耐震化工事の規模や内容も一定ではなく、現在の経営状態や内部留保
額の状況を踏まえると、必要な工事のための財源が不足する事業者が
出現する可能性がある。

 そのような場合、現行の料金制度では十分な資金を料金で回収できず、
不足額を企業債等借入金で手当せざるを得ず、結果としてユーザー企
業への負担が増加する可能性もある。

 従って、財源不足を料金として回収することを可能とし、借入金で手当て
した場合よりもユーザー企業への負担を軽減できる「資産維持費」の導
入を含めた料金算定要領を策定する必要がある。

指針の策定
 今後の低廉かつ安定的な工業用水供給実現のためには、将来の需要

見込みを踏まえた、適切な施設更新・耐震化計画とその計画を実行可能
とする資金計画の策定が必要である。

 その際、事業者とユーザー企業との情報共有を促進するため、共有する
ことが望ましい情報として、①対象施設、更新・耐震化規模、工法、優先
順位等を示す「施設更新・耐震対策指針」及び②それを実現するための
資金計画に関して、財政収支見通し、経営効率化策、料金設定等の検
討方法を示す「アセットマネジメント指針」といった指針を作成することが
有効となる。

 更に、適切な将来需要の把握には、工業用水道の給水に影響を与える
ようなユーザー企業の事業変更に関する情報を共有することも必要であ
るため、指針には、事業者に加えてユーザー企業からの必要な情報提
供の項目を明示することも重要である。

補助制度の見直し
 現行の国庫補助制度は、高度成長期以来、全国に工業用水道施設を普

及させ安定的な工業用水を供給することを念頭に大規模な施設整備を
対象にしてきたが、現下の低成長の状況ではそのニーズは大きくない。

 今後は、必要となる施設の耐震化の加速化や国内空洞化の懸念がある
中でマザー工場等国内立地を加速化することを目的とした新たな補助制
度の創設を検討していくことが必要である。

大規模災害時の対応等
 その他、大規模災害の発生時に、被災した事業者を支援し、早急に破損

した工業用水道施設の復旧が可能となるよう、全国規模での相互応援
体制や復旧時に必要な補修資機材の融通制度を構築することが重要で
ある。

 また、工業用水道の専門技術の維持・向上は、工業用水を低廉かつ安
定的に供給していく上で不可欠であり、それを担う人材育成も必要であ
る。



工業用水道事業における経済産業省の取組状況③

27

【今後の低廉かつ安定的な工業用水供給の実現のために】
産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会（平成24年6月）

【事業者・ユーザー企業の対応】

今後の事業のための適切な情報共有
 工業用水道事業者とユーザー企業は、将来の工業用水道事業のあり方

を十分協議し、事業計画の策定に協力することが必要であるが、その前
提として、事業者は不断の経営効率化努力を継続しつつ、ユーザー企業
に経営状態等の情報公開を適切に行い、ユーザー企業も将来需要に影
響を与えるような設備変更等について情報提供することが必要である。

負担の最小化の努力
 事業者・ユーザー企業双方にとって負担が最小のものとして合意できる

事業計画の策定や実際の個別の料金設定のため、国が示す指針、新た
に導入する料金制度及び補助制度等を適切に活用しつつ、事業者と
ユーザー企業とが十分に情報を共有し合い、協議し、その合意に向け努
力することが必要である。

専門技術の伝承の努力
 安定した工業用水道事業を維持継続するには、事業に係る専門技術の

伝承が欠かせないが、限られた人的資源の状況下では、他の組織との
連携や成功事例の活用等、創意工夫が必要である。

責任水量制の見直し
 現行の契約水量と実給水量が乖離している中、事業者とユーザー企業

は、契約水量の見直しを含む実給水量に応じた料金制度への移行につ
いて可能な限り検討する。
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【工業用水道料金算定要領の改訂】 経済産業省施設課（平成25年3月）

－資産維持費の導入－

【従前】

 従前の料金算定要領では、総括原価の中に「事業報酬」と
して、自己資金による建設改良投資額に過去１０年間の政
府債平均利子率を乗じた分を含め、これを企業債の償還財
源とすることを認めているが、実際、自己資金の活用は限
定的であり、「事業報酬」を料金に見込むことが困難なため、
「事業報酬」では財源不足の解決には至らない。

 それ故、今後必要となる施設の更新・耐震化の財源不足を、
全額企業債による借入金で賄うと将来の支払利息が大幅
に増加し、結果として料金水準の上昇を招いてしまう。

【対応】

 料金算定要領で「事業報酬」を廃止し、新たに「資産維持
費」を導入する。

 「資産維持費」は、将来にわたり必要な規模で工業用水道
事業を維持できるよう、関連する施設の建設、改良、再構築
等に充当する費用とする。
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【工業用水道料金算定要領の改訂】 経済産業省施設課（平成25年3月）

－料金算定期間の長期化－

【従前】
 従前の料金算定期間は「原則3年間」としていたが、社会・

経済環境の変化が嘗てほど大きくなく、工業用水道事業者
とユーザー企業の双方にとって安定した事業計画の立案の
ため、料金算定期間の長期化を望む声がある。

 一方で、需要見込み等の確実性の低下、参入・撤退等によ
る期間的な費用負担の不公平性、事業経営へのユーザー
企業からの意見の反映機会の減少等デメリットについての
指摘もある。

【対応】

 従前の期間を長期化することで、算定作業が軽減され、事
業者の作業効率化やコスト削減、牽いては料金の低減化に
繋がること、また、他の公益事業の料金算定期間は5年か
ら7年以上が殆どであること、更に、事業者による適切な情

報開示と事業に係るユーザー企業との意見交換を定期的
に実施することでデメリットとされた点が軽減されることを踏
まえ、期間を長期化し、事業者による算定期間の柔軟性を
持たせるため、「原則3年間」から「標準的に5年間」とする。

－みなし償却の廃止・退職給付引当金の
計上の義務化－

【従前】

 旧地方公営企業法施行規則では、減価償却を行う際、みな
し償却（補助金等をもって取得した償却資産について、その
取得額から補助金等の金額に相当する額を除外して減価
償却費を算定すること）を行うことが出来る（義務規定では
ない。）とされているが、工業用水道の料金算定要領では、
補助金交付の目的が料金の低減化であることから、補助金
相当額はみなし償却を行い、減価償却費として料金原価に
算入しないよう規定してきた。

 現在、地方公営企業会計基準の見直しが進んでおり、工業
用水道事業者の殆どが地方公営企業であることから、これ
らと整合を取る必要がある。

【対応】

 地方公営企業会計基準の見直しと整合を図り、みなし償却
の廃止・退職給付引当金の計上の義務化を行う。
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【工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針】
経済産業省（平成25年3月）

持続可能な工業用水道事業を実現していくためには、施設更新・耐震化事業を合理的かつ適切に実施するとともに、ア
セットマネジメントを取り入れた確実な事業経営を目指すことが強く望まれる。従って、今後増大する施設の老朽化対策
および耐震化事業を機能面、財政面から適切に計画するために、工業用水道における「施設更新」、「耐震対策」および
「アセットマネジメント」に関する方法論を示すものとしてアセットマネジメント指針を策定した。
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【工業用水道事業の支援制度】
工業用水道事業費補助金交付要綱

建設・改築事業

緊急更新・耐震化事業

災害復旧事業

地方公共団体等が工業用水道を布設する場合（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法
律（平成１１年法律第１１７号）第７条第１項の規定により、地方公共団体等が選定した民間事業者（以下「ＰＦＩ事業
者」という。）が行う同法第６条の特定事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）として実施される場合を含む。）において、その
布設が特に必要であると認めるときは、予算の範囲内において、当該事業年度における工業用水道の布設に要す
る費用（ＰＦＩ事業にあっては、ＰＦＩ事業によって布設される工業用水道の取得に要する費用（以下「ＰＦＩ費用」とい
う。））であって次の各号に掲げるものの合計額の１００分の４５以内の金額を、当該地方公共団体等に対し、工業用
水道事業費補助金として交付する。～（以下略）

地方公共団体等が工業用水道施設の緊急更新・耐震化工事（以下、「緊急更新・耐震化事業」という。）を行う場合
（ＰＦＩ事業として実施される場合を含む。）において、その緊急更新・耐震化事業が特に必要であると認めるときは、
予算の範囲内において、当該事業年度における緊急更新・耐震化事業に要する費用（ＰＦＩ事業にあっては、ＰＦＩ費
用）であって次の各号に掲げるものの合計額の3分の1以内の金額を、当該地方公共団体等に対し、工業用水道事
業費補助金として交付する。～（以下略）

地方公共団体等が工業用水道の水源をあらかじめ確保するため、ダム、せき、河口湖、湖沼水位調節施設、導水
施設等（以下「ダム等」という。）の使用又は所有に係る必要な権利（以下「必要な権利」という。）を取得する場合に
おいて、その取得が特に必要であると認めるときは、予算の範囲内において、当該事業年度における必要な権利の
取得に要する費用であって次の各号に掲げるものの合計額の100分の45以内の金額を、当該地方公共団体等に対
し、工業用水道事業費補助金として交付する。～（以下略）

地方公共団体等が災害により滅失又は損傷した工業用水道を再建又は補修する事業（以下「災害復旧事業」とい
う。）を行う場合において、当該災害復旧事業が特に必要であると認めるときは、予算の範囲内において、当該事業
年度における災害復旧事業に要する費用であって次の各号に掲げるものの合計額の100分の80以内の金額を、当
該地方公共団体等に対し、工業用水道事業費補助金として交付する。～（以下略）


